
行政改革大綱実施計画進捗管理表確認一覧

大項目 改革項目 実施項目

体系
ｺｰﾄﾞ

予定年度
＇P（

目標数値
＇P（

結果数値
＇D（

内部評価
＇Ｃ（

外部評価
＇Ｃ（

1-1-1-1
H23
実施

D

1-1-1-2
H21
実施

大項目 改革項目 実施項目

体系
ｺｰﾄﾞ

予定年度
＇P（

目標数値
＇P（

結果数値
＇D（

内部評価
＇Ｃ（

外部評価
＇Ｃ（

1-2-1-1

1-2-1-2 -
857人

(H24.4.1)
826人

(H24.4.1)
B

1-2-1-3
H21
公表

B

1-2-1-4
H22
実施

B

大項目 改革項目 実施項目

体系
ｺｰﾄﾞ

予定年度
＇P（

目標数値
＇P（

結果数値
＇D（

内部評価
＇Ｃ（

外部評価
＇Ｃ（

1-3-1-1
H21
実施

D

1-3-1-2
H21
実施

B

大項目 改革項目 実施項目

体系
ｺｰﾄﾞ

予定年度
＇P（

目標数値
＇P（

結果数値
＇D（

内部評価
＇Ｃ（

外部評価
＇Ｃ（

1-4-1-1
H21
実施

B

1-4-1-2
H21
実施

B

1-4-1-3
H22
実施

B

平成23年度取り組み内容＇Ｄ（

1　組織・職員改革 １　組織機構改革 １　組織・機構の見直し

取組内容＇P（

定員管理状況の公表

係等の統廃合＇職員減員
分の対応（

組織機構の再編＇部制の
廃止、課・係の統廃合等（

　計画以上削減数値の回復手法の検
討

＇平成21年度策定完了（

＇平成22年度対応検討終了（

　業務量を検証する手法について検討
を行ったが結論に至らなかった

取組内容＇P（ 平成23年度取り組み内容＇Ｄ（

１　適正な定員管理

定員適正化計画に基づく
定員管理の実施

職員定員適正化計画の
策定

　平成24年4月1日付け人事異動にお
いて交流を開始した

　夏季休暇通知等において周知を図っ
た

1　組織・職員改革 ３　職員勤務体制改革 １　振替・代休、時差出勤制度等の活用推進

職員数・職員給与の検証

1　組織・職員改革 ２　職員定員改革

　職員数については、引き続き定員適
正化計画による退職者の３割補充とし
たが、これまでも勧奨等による早期退
職者により職員数の減尐が計画目標
よりも進んでいるため、若干の採用増
を行った。
　また、H23.4月からの部制廃止に伴う
職務分類表等の改正により給与体系
の検討を行っている。

　引き続き計画の進捗状況等について
公表していく。

取組内容＇P（ 平成23年度取り組み内容＇Ｄ（

1　組織・職員改革 ４　職員意識改革 １　人材育成の推進

　制度の周知徹底に努めた

　特になし

時差出勤制度等内容の周
知徹底

職場の状況把握及び改善

取組内容＇P（ 平成23年度取り組み内容＇Ｄ（

　計画どおり対象者を受講させる

本庁と支所、支所間の人
事異動の積極的実施

地域活動への積極的参加

職員研修(階層別、専門
別)の受講
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大項目 改革項目 実施項目

体系
ｺｰﾄﾞ

予定年度
＇P（

目標数値
＇P（

結果数値
＇D（

内部評価
＇Ｃ（

外部評価
＇Ｃ（

1-4-2-1
H21
検討

B

1-4-2-2
H23
運用

B

1-4-2-3
H23
試行

B

大項目 改革項目 実施項目

体系
ｺｰﾄﾞ

予定年度
＇P（

目標数値
＇P（

結果数値
＇D（

内部評価
＇Ｃ（

外部評価
＇Ｃ（

2-1-1-1
H21

調査・研究
B

2-1-1-2
H21
実施

B

2-1-1-3
H22

検討・実施
C

2-1-1-4
H21
実施

C

大項目 改革項目 実施項目

体系
ｺｰﾄﾞ

予定年度
＇P（

目標数値
＇P（

結果数値
＇D（

内部評価
＇Ｃ（

外部評価
＇Ｃ（

2-2-1-1
H21
実施

B

2-2-1-2
H21
実施

B

2-2-1-3
H21
実施

A

人事考課制度(すべての職
員)の試行、運用

人事考課制度の創設(旧
村上市人事考課制度の見
直し検討)

市県民税の特別徴収の促
進

印刷物を閲覧できる体制
の整備

補助事業の内容、金額、
効果等の公表＇2-3-1-2と
重複（

わかりやすい公表方法の
調査・研究

公表項目の拡大

２　財政改革

口座振替の再振替

口座振替制度の啓発・促
進

　平成23年度も、67事業所を訪問し特
別徴収の依頼をしてきた。また、給与
支払報告書の提出依頼の文書を送付
する際も、依頼文を同封した。
　訪問時、特別徴収に変更すると所得
税と同様に給料から天引きされること
で納め忘れの防止となることと　普通
徴収が年４回に対し、年12回での納付
のため納税時の負担額が小さいことの
メリットを説明

　継続して実施している。

　ＨＰ上で公表している新地方公会計
制度に基づく財務４表について、概要
版を作成し公表した。また、地方公共
団体の財政の健全化に関する法律に
基づき、健全化判断比率及び資金不
足比率を新たに公表した。

　全職員を対象に研修会を実施した

　研修会及び試行の継続実施

　全職員を対象とした試行運用を開始
した

　閲覧物は増えていないが、ホーム
ページへの掲載は増えてきている。

　当初予算書をＨＰ上で公表した。

　7月1日号市報に挟み込み、補助金交
付予定一覧を全戸配布。併せてホーム
ページにおいても公表した。
　なお、公表内容に前年度の予算額も
記載することで、当該年度との比較が
できるようにするとともに、「新規」や
「廃止」といった制度の取扱いが分かる
ような表記を行った。
　また、新たに前年度の補助金交付実
績を一覧表にまとめ、8月にホーム
ページで公表を行った。

1　組織・職員改革 ４　職員意識改革 ２　人事考課制度の導入

取組内容＇P（ 平成23年度取り組み内容＇Ｄ（

２　財政改革
１　財政指標等情報公
表

１　財政指数・補助事業等の情報公表

取組内容＇P（ 平成23年度取り組み内容＇Ｄ（

　ホームページにより口座振替の勧
奨、市報により納期限を周知をした。
　市税＇料（納税カレンダーを作成、希
望者に配布した。

人事考課制度(係長以上)
の試行、運用

２　歳入改革 １　市税の収納率向上の取り組み

取組内容＇P（ 平成23年度取り組み内容＇Ｄ（
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大項目 改革項目 実施項目

体系
ｺｰﾄﾞ

予定年度
＇P（

目標数値
＇P（

結果数値
＇D（

内部評価
＇Ｃ（

外部評価
＇Ｃ（

2-2-1-4
H23
実施

C

2-2-1-5
H21
実施

B

2-2-1-6
H21
実施

B

2-2-1-7 -
98.4％

(H23収納
率)

97.85% C

2-2-1-8 -
20.0％

(H23収納
率)

16.03% C

2-2-1-9 -
92.2％

(H23収納
率)

92.28% B

2-2-1-10 -
20.0％

(H23収納
率)

19.82% C

大項目 改革項目 実施項目

体系
ｺｰﾄﾞ

予定年度
＇P（

目標数値
＇P（

結果数値
＇D（

内部評価
＇Ｃ（

外部評価
＇Ｃ（

2-2-2-1
H22
実施

D

2-2-2-2
H22
実施

D

2-2-2-3
H22
実施

D

2-2-2-4
H24
実施

D

2-2-2-5
H22
検討

D

大項目 改革項目 実施項目

体系
ｺｰﾄﾞ

予定年度
＇P（

目標数値
＇P（

結果数値
＇D（

内部評価
＇Ｃ（

外部評価
＇Ｃ（

2-2-3-1
H21
実施

B

2-2-3-2
H21
検討

B

取組内容＇P（

市税現年度分収納率の数
値目標

収納推進員の活用

新潟県地方税徴収機構の
活用

コンビニ収納等の検討・実
施

国保税現年度分収納率の
数値目標

市税滞納繰越分収納率の
数値目標

国保税滞納繰越分収納率
の数値目標

使用料・手数料算出基準
の策定

使用料・手数料の洗出しと
コストの算定

使用料等見直し庁内検討
組織の設置

減免取扱いの適正化の検
討

使用料・手数料の見直し
＇４年に１回（

２　財政改革

取組内容＇P（

２　財政改革

取組内容＇P（

広告媒体等の調査研究

　費用対効果、収納率への成果が不
透明なこともあり、次回システム更新時
再検討することとなった。

平成23年度取り組み内容＇Ｄ（

２　歳入改革 ２　使用料・手数料の見直し

　平成２３年度中定期的な財産調査は
６回実施、昨年の４回を上回ったが、調
査範囲は増やさなかった。
　平成２３年度差押件数１６１件、換価
額8,814,273円

　新たな滞納者を増やさないということ
で、現年度滞納者への早期対応による
催告等実施した。

　現年度催告にも重点を置き、収納推
進員による臨戸訪問も継続して実施し
た。

　市単独では困難な事案について、新
潟県と市町村が共同で滞納整理を行
う。

　新たな滞納者を増やさないということ
で、現年度滞納者への早期対応による
催告等実施した。

　使用料・手数料等見直しのための検
討を行わなかった。

　使用料・手数料等見直しのための検
討を行わなかった。

　使用料・手数料等見直しのための検
討を行わなかった。

　使用料・手数料等見直しのための検
討を行わなかった。

　平成２３年度中定期的な財産調査は
６回実施、昨年の４回を上回ったが、調
査範囲は増やさなかった。
　平成２３年度差押件数１６１件、換価
額8,814,273円

平成23年度取り組み内容＇Ｄ（

　使用料・手数料等見直しのための検
討を行わなかった。

　「村上市有料広告掲載要綱」の改正
に伴い、平成２３年度より所管課にお
いて検討することとした。
　広告掲載に関し疑義が生じた場合、
その掲載の可否を審査するため、広告
審査委員会を設置することとなった。

２　歳入改革 ３　広告収入増の取り組み

平成23年度取り組み内容＇Ｄ（

１　市税の収納率向上の取り組み２　財政改革 ２　歳入改革

　改正要綱に基づき、所管課で事務を
行った。
　掲載実績＇事業所数１５件　収入金額
３３６，０００円（

ごみ収集カレンダーに有
料広告を掲載
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大項目 改革項目 実施項目

体系
ｺｰﾄﾞ

予定年度
＇P（

目標数値
＇P（

結果数値
＇D（

内部評価
＇Ｃ（

外部評価
＇Ｃ（

2-2-3-3
H22
改正

2-2-3-4
H23
実施

B

2-2-3-5
H22
検討

C

2-2-3-6
H22
検討

B

2-2-3-7 - 400千円 467千円 A

大項目 改革項目 実施項目

体系
ｺｰﾄﾞ

予定年度
＇P（

目標数値
＇P（

結果数値
＇D（

内部評価
＇Ｃ（

外部評価
＇Ｃ（

2-2-4-1
H21
実施

B

2-2-4-2
H21
策定

C

2-2-4-3
H22
実施

B

2-2-4-4
H22
実施

B

2-2-4-5
H22
選定

B

2-2-4-6
H22
実施

C

取組内容＇P（ 平成23年度取り組み内容＇Ｄ（

遊休財産の有効活用の検
討

遊休資産の調査

公有財産の取扱い方針・
基準の策定

２　財政改革 ２　歳入改革

２　財政改革

取組内容＇P（

　現地調査を実施

　広告が主たる放送でないため、特に
行わなかった。

＇平成22年度改正完了（

「村上市有料広告掲載要綱」の改正に
伴い、平成２３年度より担当課におい
て実施
＇平成２３年度ごみカレンダー広告掲載
料３３６，０００円、情報告知端末広告
収入　１３１，０００円（

「村上市有料広告掲載要綱」の改正に
伴い、平成２３年度より所管課におい
て検討することとした。
広告掲載に関し疑義が生じた場合、そ
の掲載の可否を審査するため、広告審
査委員会を設置することとなった。
＇政策推進課において、平成２４年度よ
り、市報むらかみお知らせ版への有料
広告を募集し、掲載することとしてい
る（

　売却可能地のリストを作成し、売却の
求め申請があったものについて売却を
行った。
　法定外公共物が用途廃止となった土
地については、速やかに売却を行っ
た。
　不用となった車両等はホームページ
により公告を行い売却を図った。
　物件情報等の把握と物件調書の作
成に着手した。

　物件情報の収集を実施した。
　物件調書の作成に着手した。

　財産台帳の緻密化の作業を実施して
いる。
　貸付や売却の申請があるものについ
ては貸付や売却を実施した。
　行政財産に所管換をおこない活用を
図った。

２　歳入改革 ４　遊休資産の処分

●　広告収入の数値目標

その他広告媒体利用の検
討

未利用市有地を広告看板設
置に貸し出しを検討

新規広告媒体への広告掲
載

有料広告掲載要綱の改正

３　広告収入増の取り組み

平成23年度取り組み内容＇Ｄ（

　物件情報の収集を実施した。
　物件調書の作成に着手した。

　不一致となった財産台帳データの調
査作業

　不一致となった財産台帳データの調
査作業

財産台帳の再整備

売却処分の実施

売却処分地の選定
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大項目 改革項目 実施項目

体系
ｺｰﾄﾞ

予定年度
＇P（

目標数値
＇P（

結果数値
＇D（

内部評価
＇Ｃ（

外部評価
＇Ｃ（

2-2-5-1
H21
実施

2-2-5-2
H21
実施

2-2-5-3
H21

検討・実施
B

2-2-5-4
H22

検討・実施
B

2-2-5-5
H21

検討・実施
B

2-2-5-6
H23
実施

大項目 改革項目 実施項目

体系
ｺｰﾄﾞ

予定年度
＇P（

目標数値
＇P（

結果数値
＇D（

内部評価
＇Ｃ（

外部評価
＇Ｃ（

2-3-1-1
H21
制定

B

2-3-1-2
H21
実施

B

2-3-1-3
H21

見直し
D

2-3-1-4
H23

創設・実施
D

個別の補助金交付要綱の
制定

都市計画税の課税区域等
の見直し

都市計画事業の見直し

用途地域の見直し

取組内容＇P（

２　財政改革

取組内容＇P（

負担金の見直し

補助事業の内容、金額、
効果等の公表＇2-1-1-2と
重複（

検証する制度の構築

　平成22年12月に制定した「補助金制
度新設＇改正（事務処理要領」により、
新たに制定するものや改正を行うもの
については所定の様式により行財政
改革推進本部会議に諮って方針を決
定している。

＇平成22年度検討完了（

 長期未着手都市計画道路の見直し業
務委託を発注し、関係機関との協議、
土地利用調整会議を行い計画案を作
成。村上地域については伝統的建造
物群保存地区調査との調整、又荒川
地域については、農業振興計画との調
整のため次年度継続案件とした。

平成23年度取り組み内容＇Ｄ（

３　歳出改革 １　補助金・負担金の見直し

平成23年度取り組み内容＇Ｄ（

　前年度におけるワーキング部会での
調査から具体的な取り組みに至らな
かった。

　前年度におけるワーキング部会での
調査から具体的な取り組みに至らな
かった。

　7月1日号市報に挟み込み、補助金交
付予定一覧を全戸配布。併せてホーム
ページにおいても公表した。
　なお、公表内容に前年度の予算額も
記載することで、当該年度との比較が
できるようにするとともに、「新規」や
「廃止」といった制度の取扱いが分かる
ような表記を行った。
　また、新たに前年度の補助金交付実
績を一覧表にまとめ、8月にホーム
ページで公表を行った。

２　財政改革 ２　歳入改革 ５　都市計画税の課税区域等の見直し

　用途地域の見直し業務委託を発注
し、関係機関との協議、土地利用調整
会議、議会説明等を行い計画案を作
成。村上地域については村上、瀬波、
岩船地区において説明会を実施。荒川
地域については、農業振興計画との調
整のため次年度継続案件とした。

　新村上市としての新たな農業振興整
備計画の統合・見直し作業を実施し、
整備計画の策定を行う。

＇平成21年度完了（

＇平成21年度完了（

農業振興地域の見直し

都市計画マスタープラン策
定

都市計画区域の再編
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大項目 改革項目 実施項目

体系
ｺｰﾄﾞ

予定年度
＇P（

目標数値
＇P（

結果数値
＇D（

内部評価
＇Ｃ（

外部評価
＇Ｃ（

2-3-2-1
H21
実施

B

2-3-2-2
H22

検討・実施
B

大項目 改革項目 実施項目

体系
ｺｰﾄﾞ

予定年度
＇P（

目標数値
＇P（

結果数値
＇D（

内部評価
＇Ｃ（

外部評価
＇Ｃ（

2-3-3-1
H21
調査

B

2-3-3-2
H22

検討・実施
B

2-3-3-3
H21
調査

B

2-3-3-4
H22

検討・実施

大項目 改革項目 実施項目

体系
ｺｰﾄﾞ

予定年度
＇P（

目標数値
＇P（

結果数値
＇D（

内部評価
＇Ｃ（

外部評価
＇Ｃ（

2-3-4-1
H22
実施

B

2-3-4-2
H21

検討・実施

3.0%
＇委託料縮

減（
2.0% C

村上浄水場の包括した民
間委託の検討・実施

パソコンリースと購入経費
の比較検討・実施

パソコン必要台数等の調
査

公用車リースと購入経費
の比較検討・実施

公用車必要台数の調査

「経費の節減・業務の効率
化」の検討・実施

２　財政改革

取組内容＇P（

「業務仕様書・業務執行状
況」の点検

効率的な業務委託の検
討・実施

２　財政改革

取組内容＇P（

　見積もりによる積算については、1社
からの見積もりによらず複数社から見
積もりを徴し、積算することとするよう
指導している。仕様書の内容について
は、随時確認したうえで、疑義のある
案件に対しては、聞き取り及び指導を
行い、公平性及び競争性の確保に努
めた。
　また、業務執行状況においては、随
時契約方法等について確認を行ってい
るところではあるが、今年度末に契約
の手引きを作成し、契約方法等につい
て職員への周知を図ったところである。

　パソコンの増設＇80台（を行うとともに
必要台数を取りまとめ次年度の更新台
数を決定した。

　公用車の稼働率は総じて高く、メンテ
ナンス等や経費の平準化についても考
慮した。また、車両購入に対しての特
定財源＇補助金（は皆無である状況か
ら、一部特殊車両を除いては車両リー
スを基本として予算査定にあたった。

　公用車の稼働率＇時間帯、時間等（
調査は総務課で継続して実施してい
る。その調査内容をもとに公用車リー
ス料について当初予算査定を行った。

　スクールバス及び保育園園児送迎バ
ス運行業務を長期継続契約に移行し
経費の節減・業務の効率化を図った。

３　歳出改革 ２　委託料の見直し

＇平成21年度で終了（

３　歳出改革 ４　公営企業の民間委託の検討

平成23年度取り組み内容＇Ｄ（

２　財政改革 ３　歳出改革 ３　使用料・賃借料の見直し

取組内容＇P（ 平成23年度取り組み内容＇Ｄ（

平成23年度取り組み内容＇Ｄ（

・平成22年度に本庁で集約し、又は一
括して行うこととし平成23年度契約した
委託、工事請負、物品納入の契約全
件について、各支所担当者と検証を行
い、平成24年度ついても継続していくこ
ととした。
・料金に関する業務の包括委託につい
ては、全国的に同業務に受託実績を
有する1事業者から説明を求め、研究
を行い、実情把握に努めた。

・村上地区浄水場については、平成２５
年度まで長期継続包括業務委託契約
を実施している。
・山北地区の施設の管理の状況を検
証し、管理業務委託について一般競争
入札と長期継続契約の実施について
検討した。
・他地区の施設については、荒川地
区、神林地区について管理業務委託
が可能か検討した。
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大項目 改革項目 実施項目

体系
ｺｰﾄﾞ

予定年度
＇P（

目標数値
＇P（

結果数値
＇D（

内部評価
＇Ｃ（

外部評価
＇Ｃ（

2-3-5-1
H21

創設・実施
B

2-3-5-2
H22

創設・実施

2-3-5-3
H23
実施

B

大項目 改革項目 実施項目

体系
ｺｰﾄﾞ

予定年度
＇P（

目標数値
＇P（

結果数値
＇D（

内部評価
＇Ｃ（

外部評価
＇Ｃ（

3-1-1-1
H21
実施

B

3-1-1-2
H22
実施

B

3-1-1-3
H22
結論

C

3-1-1-4
H22
実施

D

3-1-1-5
H23
実施

大項目 改革項目 実施項目

体系
ｺｰﾄﾞ

予定年度
＇P（

目標数値
＇P（

結果数値
＇D（

内部評価
＇Ｃ（

外部評価
＇Ｃ（

3-1-2-1
H23
実施

B

3-1-2-2
H21
実施

3-1-2-3
H21
実施

3-1-2-4
H21
実施

役職に応じた職員研修の
実施

「接遇マニュアル」の作成

地域コミュニティ活動助成
金制度の創設

地域づくり支援補助制度
の創設

産業等活性化支援補助制
度の創設

接遇に対しての市民アン
ケートの実施

３　行政サービス改革

取組内容＇P（

接遇に対しての職員の自
己評価の実施

民間企業等、外部研修制
度の検討

ローカウンターの設置

窓口表示板の設置

総合案内の設置＇本庁（

「ワンストップサービス」の
実現

　特になし

　内部検討の実施

　予定どおり研修受講させた。

　平成24年度において接遇研修を実施
するよう、予算化を行った

　組織の設立及び交付金の適正な活
用を図るため、担当職員向けに「市民
協働のまちづくり推進ガイドライン」を
策定し、各地域で「地域まちづくり計
画」の策定び「地域まちづくり組織」の
設立に向け取り組みを進めた。

＇平成23年度実施完了（

・産業見本市等出展事業費補助金5件
447千円
・産業元気づくり事業補助金1件60千
円
・商店街賑わい創出支援事業1件300
千円
・産業人材育成支援事業1件20千円
＇村上2企業2人（
・観光イベント事業補助金3件1,380千
円

＇平成23年度完了（

　支所では、組織再編とローカウンター
の設置に合わせワンストップサービス
を一部導入し、戸籍・住民票・簡易な税
務証明を同じ窓口で交付した。
　本庁ではスペース確保が困難なた
め、職員が書類を持ってお客様を案内
して次の担当者に引き継ぐ方法を実行
した。
　また毎月職員研修を実施し接遇のレ
ベル向上に努めた。

＇平成22年度に実施済（

１　窓口改革 ２　窓口の総合化

平成23年度取り組み内容＇Ｄ（

＇平成22年度完了（

＇平成21年度実施完了（

２　財政改革 ３　歳出改革 ５　新たな補助金制度の創設

取組内容＇P（ 平成23年度取り組み内容＇Ｄ（

３　行政サービス改革 １　窓口改革 １　接遇マナーの向上

取組内容＇P（ 平成23年度取り組み内容＇Ｄ（
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大項目 改革項目 実施項目

体系
ｺｰﾄﾞ

予定年度
＇P（

目標数値
＇P（

結果数値
＇D（

内部評価
＇Ｃ（

外部評価
＇Ｃ（

3-1-3-1
H21

実施・検討
B

3-1-3-2
H23
実施

C

3-1-3-3
H23
実施

C

大項目 改革項目 実施項目

体系
ｺｰﾄﾞ

予定年度
＇P（

目標数値
＇P（

結果数値
＇D（

内部評価
＇Ｃ（

外部評価
＇Ｃ（

3-2-1-1
H21
検討

C

3-2-1-2
H21
検討

D

3-2-1-3
H22
実施

3-2-1-4
H21
検討

大項目 改革項目 実施項目

体系
ｺｰﾄﾞ

予定年度
＇P（

目標数値
＇P（

結果数値
＇D（

内部評価
＇Ｃ（

外部評価
＇Ｃ（

3-2-2-1
H21
実施

B

3-2-2-2
H21
実施

15,000人
＇H23.4.1加

入者（
10,897人 C

3-2-2-3
H22
実施

B

３　行政サービス改革

延長窓口等の充実・検証

取組内容＇P（

電子申請システムの導入

市税等のコンビニ収納

住民票、各種税証明等自
動交付機の設置

携帯電話を活用した新た
な情報発信

「むらかみ情報ねっと」の
更なる周知・普及

携帯電話用の市ホーム
ページの充実

平成23年度取り組み内容＇Ｄ（

２　電子自治体化改革 １　行政情報の電子化、総合的利用の推進

　費用対効果、収納率への成果等不
透明なこともあり、次回システム更新時
再検討することとなった。

　本庁支所の担当課長会議で、将来の
本市の窓口は、コンビニでの証明書発
行に向かうのか、あるいは職員が直接
対応する窓口の充実に向かうのかの
検討を始めた。果たして市民のニーズ
はどこにあるのか、意見は分かれると
ころであるが、拙速な判断はできない
ので、他市町村の動向や国の政策等
も見極めながら決めなければならない
が、財政面から数年以内の導入は難し
いと考えられるとの結論となった。

　ホームページの新着情報及びイベン
ト情報を公開し、随時更新している。
　路線バス・まちなか循環バスや空き
家バンクのコンテンツを開設した。

＇3-3-2-1に記載（

＇3-3-2-1に記載（

　施設からの導入要望も特になく、調
査も行っていない。

　平成２３年度の実績は、本庁1,152件
＇946人（、荒川支所145件＇98人（、神
林支所78件＇77人（、朝日支所106件
＇97人（、山北支所87件＇52人（であっ
た。この実績を踏まえて担当課長会議
を開催し、必要性、問題点、今後の方
向性を検討した。支所の利用人数は尐
ないが、窓口を開けることにより市民が
安心感をもつ効果は無視できない。曜
日の変更は合併時に変更して混乱し
たことを考えると、市民に受け入れても
らうことは困難であろう。諸事継続して
検討する必要がある。

２　利用しやすい情報通信技術の環境整備

　災害・避難準備情報等特に緊急性の
高い情報を各携帯電話キャリアから直
接配信する緊急速報＇通称：エリアメー
ル（の導入に向け、NTTドコモと協議を
行い、平成24年度に登録、運用開始す
ることとした。なお、auとソフトバンクに
ついても平成24年度に登録、運用を開
始する。

３　行政サービス改革

１　窓口改革 ３　窓口サービスの充実

取組内容＇P（ 平成23年度取り組み内容＇Ｄ（

　「かんたん申請、申込システム」を運
用している。

文書管理システムの導入

財務会計システムの電子
決裁の導入

取組内容＇P（ 平成23年度取り組み内容＇Ｄ（

３　行政サービス改革 ２　電子自治体化改革

施設予約システムの導入

　市報＇毎号（での周知及び、防災講座
等での周知を図った。
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大項目 改革項目 実施項目

体系
ｺｰﾄﾞ

予定年度
＇P（

目標数値
＇P（

結果数値
＇D（

内部評価
＇Ｃ（

外部評価
＇Ｃ（

3-2-2-4
H23
実施

A

大項目 改革項目 実施項目

体系
ｺｰﾄﾞ

予定年度
＇P（

目標数値
＇P（

結果数値
＇D（

内部評価
＇Ｃ（

外部評価
＇Ｃ（

3-3-1-1
H21
実施

①B

②B

3-3-1-2
H22
実施

B

3-3-1-3
H22
実施

C

大項目 改革項目 実施項目

体系
ｺｰﾄﾞ

予定年度
＇P（

目標数値
＇P（

結果数値
＇D（

内部評価
＇Ｃ（

外部評価
＇Ｃ（

3-3-2-1
H22
実施

C

3-3-2-2
H21
実施

D

３　行政サービス改革 ２　電子自治体化改革 ２　利用しやすい情報通信技術の環境整備

取組内容＇P（ 平成23年度取り組み内容＇Ｄ（

取組内容＇P（

観光案内情報システムの
構築

国県の権限移譲の受け入
れ促進

　平成22年度の行政改革推進委員会
からの意見で、評価に至るまでの経緯
が分かる形式で進捗管理表を定め、行
政内部での評価を行った後、行政改革
推進委員会へ意見を諮問し、答申を得
た。

電子決裁の導入
　＇財務会計、文書管理、
ほか（

村上市総合計画実施計画
の評価・検証制度の創設

行政改革大綱実施計画の
進捗管理

事務事業の整理・統合実
施

３　行政サービス改革 ３　事務事業改革 １　事務事業の見直し

・毎月1回は編集会議を開き、ＰＤＣＡサ
イクルにより、より多くアクセスしてもら
えるＨＰづくりに取り組んでいる。
・スマートフォンで利用できる拡張現実
＇ＡＲ（の技術を使った、ＡＲアプリ「村上
旅なび」の配信を実施。ホームページ
＇村上市観光協会（と連動しているＡＲ
アプリは県内初。
・写真技術の向上を図るため、プロカメ
ラマンによる写真講習会を行った。

取組内容＇P（ 平成23年度取り組み内容＇Ｄ（

３　行政サービス改革 ３　事務事業改革 ２　事務手続きの短縮化

①【下水道課】
　課内の組織改革に対する対応は、特
に整理、合理化した事務事業はなかっ
たが、支所との事務事業については、
検討・調整を行った。

①【山北支所　地域振興課】
　従前より実施していた次の地域自治
活動経費の事業費補助及び負担金
を、市民協働のまちづくり推進事業へ
移行する方向で整理・統合することを
検討した。
　・魅力ある集落づくり事業補助
　・人材育成の主催事業補助並びに支
援事業補助
　・楽習会の開催
　・さんぽく塾活動事業共済負担金

　第１次、２次一括法の成立により、県
からの事務・権限移譲がなされ、また
条例の制定・改正義務が課せられるこ
ととなったため、法定移譲事務のス
ムーズな受入れ、条例の適切な制定・
改正のための情報提供等を優先し、任
意移譲事務についての各課への受入
照会は行わなかった。

　財務会計システムの電子決裁を6月
21日から運用開始し、安定運用に努め
た。

　行政評価制度構築に向けた取り組み
として、「職員研修」を事例として行政
改革推進委員会で外部評価の模擬実
施を行った。

平成23年度取り組み内容＇Ｄ（
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大項目 改革項目 実施項目

体系
ｺｰﾄﾞ

予定年度
＇P（

目標数値
＇P（

結果数値
＇D（

内部評価
＇Ｃ（

外部評価
＇Ｃ（

4-1-1-1
H21

設置・検討

①B

②B

③B

4-1-1-2
H21
実施

①B

②B

４　施設改革

アンケート調査の実施
※継続して実施

１　利用者の視点に立った有効活用
１　施設利用活性化改
革

取組内容＇P（ 平成23年度取り組み内容＇Ｄ（

①【環境課】
　引き続き実施した。

②【生涯学習課】
・指定管理施設である郷土資料館・若
林家住宅・三之丸記念館・村上歴史文
化館でアンケートを実施している。
・郷土資料館では、22年度から引き続
きアンケート設置箇所で戦国武将アン
ケートを実施＇好きな武将に１票を投じ
てもらう。結果をホームページで公開（
したほか、関係する職員へのアンケー
トの実施により施設管理上の改善点な
どを上げてもらっている。
・市直営の縄文の里・朝日では、22年
度末からアンケート回収場所を２箇所
に増やしたが23年度にその成果は現
れていない。
・ただし縄文の里・朝日では、紙のアン
ケート回答は尐ないものの来館者との
直接会話により意見・要望・提案を聞く
ようにした。またイベント時等の支援市
民スタッフ・支援職員にも運営方法等
のアンケートを実施し、次回の事業に
反映させた。

利用者へのアンケート調
査内容と備え付け場所の
検討、回収箱の設置

①【環境課】
　引き続き実施した。

②【介護高齢課】
　　アンケート結果について、老人いこ
いの家寿山荘にも掲示し、所管課の回
答をＱ＆Ａのようにして掲示した。施設
改修についての意見が多いが、予算
的な面で実施できない点についても理
解を求めた。

③【生涯学習課】
　村上地区においては、各施設＇村上
体育館、山辺里体育館、上海府体育
館、市勤労青尐年ホーム、岩船連絡
所（にアンケート箱を設置した。
　また、H23年度から指定管理を開始し
た神林地区においても、神林総合体育
館内にアンケート回収箱を設置して利
用者から意見要望等の把握に努めて
いる。

10 2012/8/2



大項目 改革項目 実施項目

体系
ｺｰﾄﾞ

予定年度
＇P（

目標数値
＇P（

結果数値
＇D（

内部評価
＇Ｃ（

外部評価
＇Ｃ（

4-1-1-3
H22

検討・実施

①A

②B

4-1-1-4
H22
実施

B

4-1-1-5
H22

検討・実施
D

大項目 改革項目 実施項目

体系
ｺｰﾄﾞ

予定年度
＇P（

目標数値
＇P（

結果数値
＇D（

内部評価
＇Ｃ（

外部評価
＇Ｃ（

4-1-2-1
H21
検討

②B

③B

平成23年度取り組み内容＇Ｄ（

１　利用者の視点に立った有効活用４　施設改革
１　施設利用活性化改
革

懇談会等での意見集約に
よる有効活用の検討・実施

取組内容＇P（

施設利用に関係する団体
等との懇談会
の実施　※継続して実施

アンケート調査結果により
有効活用の検討・実施

支所・学校の空きスペース
の確認

①【学校教育課】
　＇4-1-2-2（に記載

②【荒川支所　地域振興課】
　　２階事務フロアの一部について、長
期的に利用できる場所であることを確
認した。

③【神林支所　地域振興課】
　旧議場・旧議員控室・正副議長室が
空きスペースであり、長期的に空きス
ペースとなるかを確認した。
　また、旧村長室の空きスペースも確
認した。

　具体的取組事例なし

平成23年度取り組み内容＇Ｄ（取組内容＇P（

４　施設改革
１　施設利用活性化改
革

２　支所・学校の空きスペースの有効活用

　入所者との面接は継続して実施中。
　①職員スキルアップについては、毎
月、テーマと担当者＇施設職員（を決
め、職員研修を行った。研修内容は、
食事、病気、メンタルヘルス、施設管
理、介護など多岐にわたった。
　②高齢福祉施設＇あかまつ荘、寿山
荘など（の中心利用者である老人クラ
ブに意見を聴取したところ、あかまつ荘
の物置扉の改修と寿山荘の空調設備
追加であり、施設改修が主であった。

①【介護高齢課】
　アンケートの内容について、施設の
新築や改修、設備の設置などに関する
ものがほとんどだった｡施設は更新す
ることができないが、入浴湯温をこまめ
にチェックしたり、カラオケ機器の操作
に職員ができる限りお手伝いするな
ど、できる限り運営努力した。あかまつ
荘では、鉄道模型クラブの方に模型走
行を公開するなどの新企画も行い、子
どもからお年寄りまで楽しんでいただ
ける催しなどもした。

②【生涯学習課】
・郷土資料館では、館内アンケート及
び個別の自主事業ごとに来館者・利用
者にアンケートを実施し、次回の事業
の内容等運営に反映させているほか、
関係する職員へのアンケートも実施し
ている。
・縄文の里・朝日については、22年度
からアンケート回収箱を2か所に増やし
たが23年度は来館者からのアンケート
が極端に尐なかった。イベント開催時
の応援職員及び外部応援スタッフへの
アンケートを実施した。これら回答に基
づき24年度事業を計画した。
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大項目 改革項目 実施項目

体系
ｺｰﾄﾞ

予定年度
＇P（

目標数値
＇P（

結果数値
＇D（

内部評価
＇Ｃ（

外部評価
＇Ｃ（

4-1-2-3
H22
実施

B

大項目 改革項目 実施項目

体系
ｺｰﾄﾞ

予定年度
＇P（

目標数値
＇P（

結果数値
＇D（

内部評価
＇Ｃ（

外部評価
＇Ｃ（

4-2-1-1
Ｈ21

検討・実施

支所・学校の空きスペース
施設利用開始

①D

②B

③B

④C

4-1-2-2
H21
検討

４　施設改革

４　施設改革

公募により選定するもの
【駐車場、ごみ・し尿処理
場】

①【学校教育課】
　諸事情により検討委員会の立ち上げ
ができなくなり、教育委員会独自の検
討となる。
　教育総務室で利用希望に関する取り
まとめを実施した。また、外部団体から
の利用も複数寄せられているとのこと
である。

②【荒川支所　地域振興課】
　「旧保健室」の利用については、平成
２３年度から地域公共交通推進協議会
の荒川地域公共交通のオペレーター
室として使用された。

③【神林支所　地域振興課】
　旧議場は公的外部団体の会議会場
および講堂としての使用要望に対応す
ることとした。
　また、旧正副議長室は村上市無料弁
護士相談室としての使用要望に応える
こととした。旧議員控室は会議利用者
の休憩室として利用した。旧村長室は
職員面談の使用要望に対応することと
した。

④　【朝日支所　地域振興課】
　Ｈ22と取り組みは同じで、商工会への
回答は保留となっている。
　選挙の期日前投票所を庁舎内の「男
子休憩室」からここにＨ23変更した。ま
た、通常時は会議室としても利用でき
るようにした。
　例えば商工会へ貸すことになった場
合でも、それまでの間は期日前投票所
や会議室として利用する予定である。

支所・学校の空きスペース
有効利用の検討

　旧議場は会議会場等の公用での利
用、区長会からの使用要望に対応し
た。
　また、旧正副議長室は平成２４年度
の村上市無料弁護士相談室、開室に
向けた取り組みを図るほか、旧村長室
では人事考課制度の職員面談で利用
を図った。

２　施設管理改革 １　指定管理者制度の活用

取組内容＇P（ 平成23年度取り組み内容＇Ｄ（

＇なし（

１　施設利用活性化改
革

２　支所・学校の空きスペースの有効活用

取組内容＇P（ 平成23年度取り組み内容＇Ｄ（
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大項目 改革項目 実施項目

体系
ｺｰﾄﾞ

予定年度
＇P（

目標数値
＇P（

結果数値
＇D（

内部評価
＇Ｃ（

外部評価
＇Ｃ（

4-2-1-2
H21

検討・実施

①B

②B

4-2-1-1
Ｈ21

検討・実施

4-2-1-3
H21

検討・実施

①D

②B

4-2-1-4
H21

検討・実施

①B

②B

4-2-1-5 -
245施設
(H24.4.1)

142施設 C

地元企業等の条件付公募
で選定するもの
【火葬場、朝日みどりの
里、ゴルフ場】

地域密着型で地区限定す
るもの
【児童遊園地、農村公園
等】

指定管理者制度導入の数
値目標

公募により選定するもの
【駐車場、ごみ・し尿処理
場】

４　施設改革

外郭団体等を指定するも
の
【学童保育所等福祉関係、
スポーツ・文化施設】

①【福祉課】
　荒川地区について、神林地区と同
様、平成２６年度の導入を目指すことと
し、関係者への説明を行った。
　神林地区では、要望等を把握するた
め、各集落に対しアンケートを行った。

②【農林水産課】
　平成24年度からの指定管理更新に
あたり、門前せせらぎ公園については
前年度下水道の接続により浄化槽維
持管理費との差額による減額を行っ
た。また、海府ふれあい広場は平成24
年度に下水道接続を予定しており、そ
の際に料金の見直しを行う。

①【環境課】
　荒川火葬場「普照園」で実施した。
＇条件付き公募とはしなかった。（

②【商工観光課】
【みどりの里】
・仕様書等を作成し、条件を付して指
定管理者の公募を実施した。
・選定委員会を経て、議会の議決を受
けた。
・４月１日からの指定管理に向けて、事
務の引継ぎを行った。
【あらかわゴルフ場】
　Ｈ23.4.1付で条件付き公募により施設
の管理、運営を指定管理者「あらかわ
ゴルフ場運営グループ」に移行した。
　従業員研修の開催を始め、ゴルフ
コースの整備充実、クラブハウス及び
のレストランメニューの充実、自主事業
の企画、実施、シニア、女性を主にした
サービスの充実、地域との連携を図っ
た。また、目標利用者数１１，０００人と
設定して、１年間取り組んだ。

　公募：11施設＇荒川火葬場・老人いこ
いの家・朝日みどりの里関連施設（
　限定：67施設＇集落センター・デイ
サービスセンター・高齢者福祉施設・産
業関連施設・村上地区体育施設（
　※新規指定管理者導入施設は15施
設＇公募によるもの：10施設、限定指定
によるもの：5施設（

①【福祉課】
　平成24年4月1日開始の障害者自立
支援法に基づく施設運営形態移行に
向けて、関係機関との調整を図ると同
時に、指定管理者制度導入(限定（に
向けての段階的基礎作りの調整を行っ
た。
　また精神障害者の社会復帰・社会参
加のため、作業や福祉サービス提供の
他、住みやすい環境づくりのため、地
域に向けた交流事業を開催した。

②【生涯学習課】
　村上地区の体育施設の管理運営を
「ウェルネスむらかみ」に限定して指定
している。
　さらに、H23年度からは神林地区の
体育施設の管理運営を「希楽々」に限
定して指定を行った。

＇なし（

２　施設管理改革 １　指定管理者制度の活用

取組内容＇P（ 平成23年度取り組み内容＇Ｄ（
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大項目 改革項目 実施項目

体系
ｺｰﾄﾞ

予定年度
＇P（

目標数値
＇P（

結果数値
＇D（

内部評価
＇Ｃ（

外部評価
＇Ｃ（

4-2-2-1
H21

見直し

4-2-2-2
H23
実施

①B

②B

4-2-2-3
H23
実施

D

大項目 改革項目 実施項目

体系
ｺｰﾄﾞ

予定年度
＇P（

目標数値
＇P（

結果数値
＇D（

内部評価
＇Ｃ（

外部評価
＇Ｃ（

4-3-1-1
H21
検討

C

4-3-1-2
H23
工事

B

4-3-1-3
H23

用地取得
C

4-3-1-4
H21
検討

C

4-3-1-5
H21
検討

C

4-3-1-6 -
18園

(H24.4.1)
20園

(H24.4.1)

保育園の年度別統廃合の
検討

一元管理できる体制の見
直し・実施

アウトソーシングの拡充・
実施

公園施設業務委託の内
容、範囲の見直し

市中心部の３保育園の集
約の検討

上海府保育園の瀬波保育
園への統廃合
の検討、用地取得

荒川地区３保育園の統合・
新設

取組内容＇P（

統廃合による保育園数の
数値目標

朝日地区５保育園の集約
の検討

　平成24年10月頃を目途に『保育園等
施設整備計画』を策定すべく、計画策
定の大前提となる保育園の現状把握
と保育ニーズの集約を図る。

　平成23年6月30日に＇仮称（荒川統合
保育園建設検討委員会を立ち上げ、4
回に渡り会議を開催し、荒川地区の子
育て支援施設にふさわしい統合保育
園を建設するために必要な協議を行
い、8月11日実施設計に反映するため
の提言をいただいた。　8月21日＇仮
称（荒川統合保育園建設設計業務プロ
ポーザル審査委員会を立ち上げ、検討
委員会からの提言に基づき、10月21日
開催の第3回審査委員会において公開
プレゼンテーションによる実施設計業
者の選定を行い、実施設計業務に着
手した。＇実施設計業務の期間は11月
から翌年度5月までの2カ年の事業（

　本取組内容に対する計画を大幅に見
直し、平成24年10月頃を目途に策定す
る『保育園等施設整備計画』に登載す
ることとし、その計画策定の大前提とな
る保育園の現状把握と保育ニーズの
集約を図る。

　本取組内容に対する計画を大幅に見
直し、平成24年10月頃を目途に策定す
る『保育園等施設整備計画』に登載す
ることとし、その計画策定の大前提とな
る保育園の現状把握と保育ニーズの
集約を図る。

　本取組内容に対する計画を大幅に見
直し、平成24年10月頃を目途に策定す
る『保育園等施設整備計画』に登載す
ることとし、その計画策定の大前提とな
る保育園の現状把握と保育ニーズの
集約を図る。

①【介護高齢課】
　平成23年中に新たに5施設＇あかまつ
荘、寿山荘、荒川いこいの家、コミュニ
ティデイホーム、神林いこいの家（につ
いて、指定管理への移行を検討し、
H24年度から指定管理による運営を
行っている。

②【下水道課】
　維持管理の一部業務について、本庁
取扱いとするため発注単位や内容の
検討を行った。

＇平成22年度完了（

＇4-3-1-1に記載（

４　施設改革 ２　施設管理改革 ２　公園施設の一体的管理の推進

平成23年度取り組み内容＇Ｄ（

４　施設改革 ３　施設統廃合等改革 １　保育園の統廃合と公設民営化の導入

取組内容＇P（ 平成23年度取り組み内容＇Ｄ（

　昨年度の組織再編による体制の見
直しは行わなかった。
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大項目 改革項目 実施項目

体系
ｺｰﾄﾞ

予定年度
＇P（

目標数値
＇P（

結果数値
＇D（

内部評価
＇Ｃ（

外部評価
＇Ｃ（

4-3-2-1
H21
検討

①B

②C

4-3-2-2
H24
実施

①C

②C

大項目 改革項目 実施項目

体系
ｺｰﾄﾞ

予定年度
＇P（

目標数値
＇P（

結果数値
＇D（

内部評価
＇Ｃ（

外部評価
＇Ｃ（

4-3-3-1
H23
実施

B

４　施設改革

取組内容＇P（

４　施設改革

①【朝日支所　地域振興課】
■集落集会施設の譲渡＇17施設（
・【朝日支所地域振興課】国県補助事
業等により取得した財産処分手続き
＇⇒国県（、行政財産の用途廃止＇⇒普
通財産（、譲与についての議会の議決
を経て、4/1財政課へ移管後に譲与契
約の締結
・【地元集落】地縁団体の設立、登録免
許税負担、【財政課】建物表題登記、
所有権保存登記、市有財産譲与の議
案、【農林水産課】村上市集落集会施
設条例の一部を改正する議案

②【山北支所　地域振興課】
　集落集会施設検討ワーキング部会で
の移譲に係る諸手続の確認のもとに、
山北地区の指定管理者が管理運営し
ている39施設の移譲に関して次の取り
組みを行った。
　・移譲に向けて整理すべき施設の現
状と課題、問題点等の調査及び施設
移譲までの諸々の業務の流れを確
認。
　・所有権移転登記が行えるのは地縁
団体であることから、認可されている地
縁団体の調査。
　・移譲に係る財産に関する必要書類
の調査と保管。
　・補助金等の財産処分手続き及び処
分制限期限、使用補助金等の調査。

３　施設統廃合等改革 ２　集落集会施設の移譲

平成23年度取り組み内容＇Ｄ（

３　施設統廃合等改革

　建物の解体１件実施した。
  再利用可能な施設は遺物当貯蔵庫
や防災用品置き場としてして利用を
図った。
　賃貸借契約の申請があったものにつ
いては貸付をおこなった。

①【財政課】
　移譲対象施設の当該集落と合意でき
たものについて、平成24年4月の移譲
に向けて手続き等を行った。
　　・荒川地区　4施設
　　・朝日地区　17施設
　　・山北地区　5施設

②【山北支所　地域振興課】
　集落集会施設検討ワーキング部会で
の移譲に係る諸手続の確認と、資料収
集と調査などを行った山北地区の移譲
に関する検討をもとに、処分制限期限
が到来した施設でかつ地縁団体を設
立している集落に、施設移譲に関する
説明会を行い、承諾を得た集落につい
ては、24年３月市議会定例会後の所有
権移転登記＇４月（に向けての各種業
務＇行政財産用途廃止、財産引継ぎ、
市有財産譲与契約（を遂行した。

再利用可能施設の利用の
検討・実施

集落集会施設の移譲の実
施

３　廃止施設の再利用または処分の検討

取組内容＇P（ 平成23年度取り組み内容＇Ｄ（

集落集会施設の移譲の検
討
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大項目 改革項目 実施項目

体系
ｺｰﾄﾞ

予定年度
＇P（

目標数値
＇P（

結果数値
＇D（

内部評価
＇Ｃ（

外部評価
＇Ｃ（

5-1-1-1
H21
実施

A

5-1-1-2
H21
作成

5-1-1-3
H22
実施

A

5-1-1-4
H22
実施

B
先進地の協働の取り組み
の研修

協働のまちづくりについて
の説明会の開催

「市民協働のまちづくり指
針」の作成

協働のまちづくりについて
の周知

５　市民協働のまちづく
りの推進

○　全体として
・市議会への説明　２回
・地区公民館への周知　１回
・市民への周知　市報　1回
　　　　　　　　　　　ホームページ掲載
・職員への周知　メルマガ　8回
　　　　　　　　　　　　研修会　1回
○　荒川地区の取り組み
・説明会及び懇談会実施＇38団体205
名出席（
○　神林地区の取り組み
・集落役員への説明会＇43回　451名出
席（
・集落住民への説明会＇40回　565名出
席（
○　村上地区の取り組み
・　各協議会等による分館だより等を併
せ１０回程度の周知
○　朝日地区の取り組み
・　住民説明会　7回＇340名出席（
・　各準備会による通信　２～６回
○　山北地区の取り組み
・住民懇談会　2回＇420名出席（

※　詳細は、実施計画進捗管理票を参
照のこと。

・職員向けに協働に関するメールマガ
ジン「むらかみ協働通信」の配信を継
続＇月1回（
・H23.11.18　職員研修会　元気な地域
にするために～今、自ら何をすべきか
～
講師：宮城県大崎市経済産業部農林
振興課　係長　安部　祐輝　氏
　地域の皆さんと地域で生きるための
農業に取り組んできた実績と経過とそ
の思いを職員に伝えていただいた。
・各地区担当職員において先進地視察
研修を実施
　荒川地区自治振興担当職員：7月28
～29日　岐阜県恵那市・愛知県豊田市
　神林地区自治振興担当職員：7月27
日　　山形県川西町
　村上地区自治振興担当職員：9月5～
6日　兵庫県朝来市
　朝日地区自治振興担当職員：9月8～
9日　三重県松阪市
　山北地区自治振興担当職員：9月8～
9日　柏崎市

　協働のまちづくりについての周知＇5-
1-1-1（と同じ

＇平成22年策定完了（

１　市民との協働によ
るまちづくりの推進

１　協働意識の醸成

取組内容＇P（ 平成23年度取り組み内容＇Ｄ（
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大項目 改革項目 実施項目

体系
ｺｰﾄﾞ

予定年度
＇P（

目標数値
＇P（

結果数値
＇D（

内部評価
＇Ｃ（

外部評価
＇Ｃ（

5-1-1-5
H22
実施

B

大項目 改革項目 実施項目

体系
ｺｰﾄﾞ

予定年度
＇P（

目標数値
＇P（

結果数値
＇D（

内部評価
＇Ｃ（

外部評価
＇Ｃ（

5-2-1-1
H21
実施

C

5-2-1-2
H22
実施

B

5-2-1-3
H21
実施

B

5-2-1-4
H22
実施

B

5-2-1-5
H22
実施

D

大項目 改革項目 実施項目

体系
ｺｰﾄﾞ

予定年度
＇P（

目標数値
＇P（

結果数値
＇D（

内部評価
＇Ｃ（

外部評価
＇Ｃ（

5-2-2-1
H21
実施

B

5-2-2-2
H23
実施

D

5-2-2-3
H23
実施

A

５　市民協働のまちづく
りの推進

１　市民との協働によ
るまちづくりの推進

市政懇談会や出前講座の
拡充

ホームページの充実

広報・広聴組織の充実

徹底した情報公開の推進

職員の意識改革のための
研修会の実施

パブリックコメント制度の導
入

市政提案制度や市政懇談
会の充実

地域活動や市民団体活動
の紹介

取組内容＇P（

市民相互の協働に繋がる
仕組みづくりの構築

　173講座実施し、参加者数は5,362
人。

　平成20年度から23年度の新採用職
員＇25人（を対象に情報化研修会を実
施した。

　本庁・支所の担当者が変わったこと
から、紙面構成や表現などの研修会的
な会議を担当者会議で行った。
　県協議会主催の研修に参加した。
　記事作りに参考となる情報の提供を
行った。

　なし

　なし

【市政提案制度】
　　　様式に「市政提案」、「意見・要望」
のいずれかを記入してもらう欄を設け、
また提案箱開披の担当を総務課総
　　務・危機管理室、各支所地域振興
課総務管理室とするなど、処理のフ
ローについての整理を行った。
【市政懇談会】
　　　各地区において、昼夜１回ずつ開
催した。

　協働のまちづくりについての周知＇5-
1-1-1（と同様

　収集した情報内容の調査・研究を
行った。

５　市民協働のまちづく
りの推進

２　情報の共有化とま
ちづくりへの参加

１　情報の共有化の推進

・メールマガジンの配信を継続し全9号
を配信した。
・先進地域で地域住民とともに取り組
みを進める市職員を講師に招き
　H23.11.18　職員研修会　元気な地域
にするために～今、自ら何をすべきか
～
講師：宮城県大崎市経済産業部農林
振興課　係長　安部　祐輝　氏
　地域の皆さんと地域で生きるための
農業に取り組んできた実績と経過とそ
の思いを職員に伝えていただいた。
・7月1日付けで「市民協働推進員設置
要綱」を設け、各課の課長補佐級に協
働推進員に就任ただき、「協働のまち
づくり」の取り組みに対し、連携及び情
報の共有を図り進めた。

取組内容＇P（ 平成23年度取り組み内容＇Ｄ（

１　協働意識の醸成

平成23年度取り組み内容＇Ｄ（

５　市民協働のまちづく
りの推進

２　情報の共有化とま
ちづくりへの参加

２　まちづくりへの参加・参画しやすい仕組みづ
くりの構築

取組内容＇P（ 平成23年度取り組み内容＇Ｄ（
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大項目 改革項目 実施項目

体系
ｺｰﾄﾞ

予定年度
＇P（

目標数値
＇P（

結果数値
＇D（

内部評価
＇Ｃ（

外部評価
＇Ｃ（

5-2-2-4
H21
実施

B

大項目 改革項目 実施項目

体系
ｺｰﾄﾞ

予定年度
＇P（

目標数値
＇P（

結果数値
＇D（

内部評価
＇Ｃ（

外部評価
＇Ｃ（

5-3-1-1
H22

検討・実施
B

5-3-1-2
H24
実施

5-3-1-3
H23
実施

B

大項目 改革項目 実施項目

体系
ｺｰﾄﾞ

予定年度
＇P（

目標数値
＇P（

結果数値
＇D（

内部評価
＇Ｃ（

外部評価
＇Ｃ（

5-3-2-1
H23
設置

B

5-3-2-2
H23
実施

B

5-3-2-3
H23
実施

B

　A　・・・　非常に良い＇目標年度を早めて改革を実行している。結果が目標数値を大きく上回った。等（

　B　・・・　良い(予定どおり改革が実行されている。結果が目標数値以上である。等)

　C　・・・　悪い＇取組が遅れている。結果が目標数値未満である。等（

　D　・・・　非常に悪い＇取組が行われていない。結果が目標数値を大きく下回った。等（

取組内容＇P（ 平成23年度取り組み内容＇Ｄ（

５　市民協働のまちづく
りの推進

２　情報の共有化とま
ちづくりへの参加

職員の地域活動等への参
加促進

支所庁舎を中心とした、市
民や地域の団体を結ぶ
ネットワーク強化

自治振興課及び自治振興
室の設置

まちづくりのリーダーとなる
団体・人材育成のための支
援や研修会の実施

評価・検証制度の確立と
実施

補助制度や助成制度の整
備

５　市民協働のまちづく
りの推進

取組内容＇P（

５　市民協働のまちづく
りの推進

「＇仮称（○○地域まちづく
り協議会」の設立と開催

・7月に「市民協働のまちづくり推進ガイ
ドライン」を策定する。

３　市民、民間団体へ
の支援

１　協働のまちづくりの支援制度の整備

平成23年度取り組み内容＇Ｄ（

２　まちづくりへの参加・参画しやすい仕組みづ
くりの構築

　協働のまちづくりについての周知＇5-
1-1-1（と同様

　7月に「市民協働推進員設置要綱」を
定め、各課課長補佐級に「市民協働推
進員」に就任いただいた。

・H23.11.18　職員研修会　元気な地域
にするために～今、自ら何をすべきか
～
講師：宮城県大崎市経済産業部農林
振興課　係長　安部　祐輝　氏
　地域の皆さんと地域で生きるための
農業に取り組んできた実績と経過とそ
の思いを職員に伝えていただいた。
・職員の地域行事への参画状況調査
を実施
　実施期間：1月16日～2月3日　回答
者数：561人＇回答率65%（

　「地域元気会」と称し、担当職員の情
報交換を図る会議を6月、9月、12月に
開催。
　他、政策推進課も参画した業務連携
会議を、4月、10月、1月に開催。
　計6回開催した。

・各地域の皆さんが、地域まちづくり組
織の設立を担当職員とともに「まちづく
り計画」の策定から組織設立まで進め
た。

２　協働のまちづくりの支援体制の整備

取組内容＇P（ 平成23年度取り組み内容＇Ｄ（

※　評価について

３　市民、民間団体へ
の支援
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